
注記

【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益の計上基準

（１）年度計画で、事業の内容と運営費交付金で措置された予算額との対応関係が明らかにされ

    ているものについては、成果進行基準を採用している。　

退職準備研修費、疾病予防・健康増進事業費、退職手当等。

（２）年度計画で、業務の実施と運営費交付金で措置された予算額とが期間的に対応しているも

    のについては、期間進行基準を採用している。　

人件費（給与費）、物件費（固定的経費）、心の健康対策費等。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

      定額法を採用している。

      なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

建物 ２～５０年

構築物 ２～２０年

工具器具備品 ２～１５年

車両運搬具 ４～　６年

      また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損

    益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

（２）無形固定資産

      定額法を採用している。

      なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間５年以内に基

    いて償却している。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

      退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

    当金は計上していない。

      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法

    人会計基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上

    している。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

      最終仕入原価法による原価法を採用している。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

      政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１９年３月末利回りを参考に１．７％で算出している。



６．リース取引の処理方法

      リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

    に係る方法に準じた会計処理によっている。

      リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

    引に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

【追加情報関係】

　　当期より「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準（平成17年6月29日設定）」を適用し

  ている。

【貸借対照表関係】

１．運営費交付金より財源措置が予定されている退職給付の見積額

２．減損会計に係る注記

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（２）減損の認識に至った経緯

当該固定資産については、市場価格が帳簿価額に比べて著しく下落しており、市場価格の

回復は見込まれないことから、減損会計基準「第４　減損の認識」第１項(２)に該当し、減

損を認識するに至った。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内

訳

減損損失は全額を損益計算書に計上していない。

（４）回収可能サービス価額について

使用価値相当額を使用している。

使用価値相当額は再調達価額を基に算定している。

2,466,560,366円

電話加入権

内訳 場所

1,239,000

電話加入権 本部他１０支部

帳簿価格(円)

2,478,000

資産科目 減損損失の金額(円)



【キャッシュ・フロー計算書関係】

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定

資金期末残高

２．重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品

ソフトウェア

計

【重要な債務負担行為】

    該当無し

【重要な後発事象】

    該当無し

17,355,559円 

31,718,747円 

49,074,306円 

524,140,358円

524,140,358円


